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今 号 の 内 容

情報の整理
　まず、７発のミサイルの発射に関する情報を整理しておこ
う。表（２ページ）を参照していただきたい。表は諸情報を総
合したものであるが、とりわけ「GlobalSecurity.org」の
チャールス・ビックの情報と分析を参考にした１。また、以下
では発射時刻順にミサイルを１号、２号と呼ぶことにする。

（１）１、２、４、５号ミサイル
　第１、４、５号のミサイルは、スカッドＣ型ミサイル（射程５００ｋ
ｍ）であり、第２号ミサイルはノドン型ミサイル（射程１３００ｋｍ）
であったとされる（後述するように新型ノドンと区別して、こ
れをノドンＡと呼ぶ専門家もいる）。これらの情報は、衛星写
真の形状分析やミサイルから発せられるテレメーター信号
（方位、速度などの電波信号。型ごとに異なる特徴を持つ）
の傍受・分析などによって推定される。スカッド型ミサイルは
北朝鮮のミサイル開発の基礎となったミサイルであり、すで
に５００発を配備していると考えられるが、大部分の日本領
土には届かない。しかし、ノドン型ミサイルは、９３年に発射実

験されて以来、日本の領土のほぼ全域を射程内におさめ
ている。現在の配備数は約２００発と言われる。いずれも１段
式のミサイルである。
　今回の発射は、北朝鮮カンウォンド（江原道）の南東部
ウォンサン（元山）に近いアンビョン（安辺）のキッテリョン
から発射された（３ページ地図参照）。防衛庁が落下地点
の推定海域を図の斜線部のように発表したが、その根拠
は明らかにされていない。当初の発表では、それぞれのミ

人工衛星発射と新型ミサイル実験か
空騒ぎで要塞化を進めるのは誰か

冷静な世論の基調を作る
市民社会の力が問われる

　７月５日に朝鮮民主主義人民共和国（北朝鮮）が７発の弾道ミサイルを発射した。現在もなおこのミサイルが
何であったのか、多くの謎を残している。しかし、現在までの情報を総合すると、いずれも攻撃的意図をもった
発射ではなかったことはあまりにも明白である。そもそも日・米・韓の防衛・情報当局が、発射が間近いと今か
今かと待ちかまえている状態で攻撃目的のミサイルを発射することなどありえない。にもかかわらず、安倍内
閣官房長官や額賀防衛庁長官が敵基地攻撃論まで口にするなど、日本の政治家、メディア、世論の危うさを
見せつけた。「武力攻撃事態法」における「武力攻撃予測事態」との関連で、今回の騒ぎの底部にある日本社
会の問題を考える必要がある。以下では基礎となるべき情報の整理をしながらこのことを考える。
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北朝鮮「ミサイル発射実験」を検証する
戦争のない朝鮮半島を―

韓国の女性たちの共同声明

【図説】地球上の核弾頭全データ
黙っていたら、全部が原子力艦になる？
＜資料＞「ブリックス報告・勧告」抜粋（続）
【連載】「被爆地の一角から」（１２）　土山秀夫
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サイルの飛行時間を１０分程度としていた。それ以後の米
国などの分析では５分程度とされていること、また飛行方
向には大きな誤判断は生まれにくいないことを勘案すると、
飛行距離は表の幅の下限に近く、落下地点は推定海域の
南西部に近いと考えられる。
　また、ノドン型の２号ミサイルの飛行距離は最大射程より
もはるかに短い。これは高角度の発射によって飛行距離を
短く設定したものと理解されている。
　これらのことから、この４つのミサイルは、ほぼ技術的に
確立された配備済みミサイルの確認発射実験と考えられ
る。落下地点の船舶に警報が出されていたとの報道に
よっても裏書きされるように、日本などへのインパクトを避け
て発射実験の条件が設定されたと見るべきであろう。
　日本政府は、初期報道において北朝鮮が平壌宣言の
モラトリアムを破った可能性を指摘したが、それと同時に、
北朝鮮がこのような配慮を払っている可能性も国民に伝
え、世論が冷静さを保つようにすることができたはずであ
る。政府は逆に全体として北朝鮮への非難を増幅させるよ
うに情報を組み立てた。

（２）６、７号ミサイル
　韓国と米国による初期の分析では、やはりキッテリョンか
ら発射された第６号と第７号のミサイルは、射程が１０００kmの
スカッドＥＲ呼ばれるスカッド型ミサイルであるとされてい
た。しかし、７月１８日の『朝鮮日報（電子版）』２は、韓国と米
国のその後の分析は、ノドンやスカッドとは異なる電子信
号を捉えていることを明らかにし、射程２５００～４０００ｋｍの
１段式の新型ミサイルの可能性があることを報じた。予想
される型はソビエト海軍のＳＳ-Ｎ-６を基礎にした新型ミサ
イルで２００３年９月に北朝鮮のミリム空軍基地で偵察衛星
によって１０基確認されたものであるとしている。本論の表
では仮に新型Ｘと書いておいた。
　この点に関して、チャールス・ビックはこれをノドンＢと名
付け、これまでの調査の蓄積を基礎にして、北朝鮮からイ
ランに売却され２００６年１月１７日にイランにおいて発射実験
が行われたシャハブ４と同一型と見なしている３。つまり、第
６、７号ミサイル実験は新型ミサイルの２回目、３回目の発射
実験であったという位置づけである。クリストファー・ヒル米
国務次官補が上院外交委員会の質問に答えて、７月５日
のミサイル実験にはイランの専門家が立ち会ったと証言し

ている４。今回のミサイル実験は、新型ミサイルの商売が絡
んだイランも関係する実験である側面を含んでいることが
浮かび上がる。

テポドン発射の謎
　テポドン型ミサイルの発射が近いという情報が５月段階
から伝えられており、今回のミサイル実験の関心は、９８年８
月にテポドンと名付けられたミサイル（現在はテポドン１と呼
ばれることが多い）を発射したテポドン発射基地の動向に
向けられた。その場所について偵察衛星の写真解析と電
波傍受が集中して行われた。韓国の情報機関に多くを頼
るＨＵＭＩＮＴと呼ばれる人間の諜報活動も集中したであろ
う。それらを通して、ミサイルへの液体燃料の充填が行われ
たという情報があったにもかかわらず、天候の理由だけで
は説明がつかない形で長期間にわたって発射は行われな
かった。推測される液体燃料の特性によれば、攪拌なしに
は液体燃料の劣化が予測され、燃料に関しては経過が理
解できないまま、７月の発射が行われたように思われる。
　情報活動の激しさと相当な精度を知ると同時に、その限
界も私たちは冷静に認識しておくべきであろう。
　３号目のミサイルがテポドン型のミサイルであり、ハムギョ
ンプット（咸鏡北道）ムスダンリ（舞水端里）テポドン発射基
地から発射されたことは間違いない（３ページ地図参照）。
しかし、そのミサイルの構造について、３段式構成の組み合
わせ方や、模擬弾頭や衛星などの搭載物が載っていたか
どうか、などについて未だ定説はない。
　発射は失敗であったとされる。失敗の経過や本来の発
射目的について米国、韓国、日本の情報を総合した分析
が行われているはずであるが、結果は発表されていない。
発表されたとしても、客観的な再分析が必要であろう。ここ
では公表情報を基にしたチャールス・ビックの分析を紹介
する。
　発射直後ともいうべき３０～３５秒後に、先端のシュラウド
（覆い）あるいは他の物体が剥離し落下した。それを契機
に異常が連鎖し、４２～５２秒後の間にミサイルからのテレ
メーター信号が途絶えた。これは第１段ロケットの動作期間
であり、この最後の段階にミサイルは破壊した。それ以後も
何らかの飛翔が観測され、発射から２分後まで飛行があっ
た。最初飛行期間が７分と言われたのは過ちであった。
　３０～３５秒までにミサイルは２．３～３．２ｋｍの高度までほぼ

注１：発射時間の下線のものは日本政府筋のもので諸情報の総合と考えられる。
注２：テポドン２やテポドン３と書いてあるものは便宜的な呼称であり、それぞれのミサイルの
１段目、２段目、３段目の構成は分かっておらず、諸説がある。

注３：新型Ｘは１段式でノドンＢと呼ぶ専門家もいる。

表　７月５日のミサイル発射に関する情報（２００６年８月１日現在）

順番　発射時間（諸報道）　　　　　 　　飛行時間　　　　　　飛行距離 　　 　種類（可能性を併記）
１　　 午前3:30, 32， 33 　　　 ５分 500-510 km　　 スカッドＣ
２　　 午前4:00, 04, 11 600-620 km　　 ノドン
３　　 午前4:59, 5:00, 5:01　　 ２分 0.5-8.4 km テポドン２、テポドン３
４　　 午前7:10, 12, 13, 18　　 ５分　　 420-550 km スカッドＣ
５　　 午前7:30, 31, 32, 38　　 ５分　　 420-500 km スカッドＣ
６　　 午前8:17, 20, 22 ７分　　 420-600 km　　 新型Ｘ、スカッドＥＲ

７　　 午後5:20, 22 ７分　　 420-600 km　　 新型Ｘ、スカッドＥＲ
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真上に上昇していた（水平距離は０．５～０．８ｋｍ）。２分の飛
行期間に達した最高高度は１０．４ｋｍ程度であり、水平到
達距離は長く見積もっても８．４ｋｍ程度と考えられる。した
がって、当初防衛庁が発表したり、各紙に報道された落下
海域は誤りであり、陸地すれすれの海岸である可能性が
高い。また、ミサイルは真東を向かっており、衛星を軌道に
乗せることを計画していたと解釈される。９８年８月のテポド
ン１の発射と似通っている。米国当局者もこの考えを示唆
した５。
　注目すべき情報は、発射地点の西の内陸部にミサイル
破片の落下地域があり、北朝鮮による探索活動が観察さ
れているということである。この地点は発射角度が４０．５度
の人工衛星にふさわしい発射角度から推定される内陸地
域であるとビックは分析している６。

７月５日の意図
　以上のような情報を基に、図を見ていただきたい。図に
はムスダンリ（舞水端里）からホノルル、ロサンゼルス、ワシ
ントン、アンカレッジ（アラスカ）に向かう大圏コース（最短で
飛行できるルート）を描いた。ホノルル方向が真東に近く衛
星打ち上げの場合と近似した方向にある。ハワイを狙った
という荒唐無稽な話よりも衛星発射と考えるのが素直であ
ろう。アラスカを狙ったかもしれないというようなコメントが
あったが、お粗末である。
　少し脇道にそれるが、今後のミサイル防衛の動向を考
えるために、キッテリョンから嘉手納やグアムへの大圏コー
スを書き加えた。新型Ｘと書いたミサイルの射程は、グアム

に届く。青森県の車力に設置したＸバンド・レーダーを日本
南部にも設置しようという米軍の動きは、このことと関係する
であろう。ミサイル防衛の宣伝のためにブッシュ政権は、こ
の機会を利用しようとしている。
　さて、７月５日のミサイル発射はさまざまな意図を含んで
いたと考えられる。
１．技術的には、配備ミサイルの性能確認、ミサイル輸出が
からむ新型ミサイルの実験発射、衛星を軌道に乗せる発
射、もしくは衛星発射ブースター実験などがあるだろう。テ
ポドン型発射が中心目的であったと思われるが、新型Ｘの
実験も極めて重要であった可能性がある（外貨獲得）。
２．政治的には、国際的な技術の誇示によって、米国を２国
間交渉に引き出すこと、交渉における力関係を優位にする
こと、などが意図されたであろう。
３．同時発射を行った背景には、必要なことを一気に行うこ
とによって、国際社会へのインパクトを強めるということのほ
かに、モラトリアムを破ることの政治的なマイナス効果を１回
にしたという配慮も考えられる。

ミサイル有事シナリオと広報・報道
　一連の経過を冷静に考えると、「武力攻撃事態法」にお
ける「武力攻撃予測事態」なるものについて、市民がもう一
度しっかりとした認識をもつ必要がある。第２条第３項による
と、それは次のように定義されている。
　「武力攻撃予測事態　武力攻撃事態には至っていない
が、事態が緊迫し、武力攻撃が予測されるに至った事態を
いう。」
　ミサイル有事において、今回のように発射という事象の
みをクローズアップする政府の関心の注ぎ方、報道のあり
方は根本的に間違っている。本記事の分析で分かるよう
に、発射から数分の間に得られるスパイ情報の分析は極め
て多義的なものにならざるをえない。意図的に内容を歪め
ることも可能である。
　今回のできごとに関して言えば、「発射実験が間近い」と
いうことと、武力攻撃の「事態が緊迫している」ということは
何の関係もない。市民に対してそれを明確にするために
「武力攻撃などという事態はほとんどあり得ない」という全
体状況に対する基本認識を広報や報道の基調にすべきで
あった。にもかかわらず、市民社会の中に、このような正常
な意識の基調を作る力がなかったことに、私たちは強い危
機意識を持つべきである。それを改善するために私たちの
努力を傾注すべきであろう。（梅林宏道）

注
１．チャールス・ビック、２００６年７月２０日
www.globalsecurity.org/wmd/library/news/dprk/2006/060720-
nkir2637.htm
２．Digital Chosunilbo
english.chosun.com/w21data/html/news/200607/
３．注１と同じ。
４．ボイス・オブ・アメリカ（VOA）。２００６年７月２０日。
www.globalsecurity.org/wmd/library/news/dprk/2006/dprk-
060720-voa01.htm
５．ＭＳＮＢＣ．ＣＯＭ
www.msnbc.msn.com/id/13743714/
６．注１と同じ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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　朝鮮民主主義人民共和国（北朝鮮）のミサイル実験以降、朝
鮮半島は深刻な危機に直面しています。ミサイル実験に続き、
日本による対北朝鮮先制攻撃の可能性に関する検討、国連安
保理による北朝鮮の弾道ミサイル計画即時停止を求める決議
採択、韓国と北朝鮮による南北閣僚級会談の延期、朝鮮半島分
断による離散家族再会事業の北朝鮮からの中止通告、といった
一連の出来事がありました。これらの出来事は、朝鮮半島情勢
をいっそう不透明で不安定なものとしました。これらの出来事は
また、緊張激化がいかに朝鮮半島に不安の影を落としている
か、また、とりわけ停戦協定が未だ平和協定となっていない現在
においては、朝鮮半島をいかに容易に断絶させうるかということ
を明確に示しています。

（略）
　私たちは、ミサイル実験を行った北朝鮮、韓国、米国、日本、ロ
シア、中国を含め、この問題に関わる各国が示した態度に深く
失望しています。平和は、軍事的対応、制裁、刑と罰、孤立策の
いずれの形であろうと、力の行使によっては達成しえないもので
す。私たちは、非平和的な手段によって平和を達成するという考
え方に同意することはできません。ミサイル危機は、平和的手段
によって平和的に解決されるべきです。

（略）
　私たち韓国の女性は、現在のミサイル危機が平和的に解決
されることを主張するとともに、それぞれの政府に対し以下の点
を要求します。

　韓国政府に対しては、第一に、民族や人々の連帯に基づい
て、北朝鮮へ米と肥料を送ることを要求します。この種の援助は
人道的問題であり、政治的議題と結び付けられるべきではあり
ません。とりわけ昨今の洪水被害に苦しむ北朝鮮人民の緊急
ニーズへの対応など、援助は即時かつ無条件に実施されなけ
ればなりません。（略）
　第二に、北朝鮮との和解・協力政策を維持し、南北の関係修
復に向け積極的に働きかけるよう韓国政府に求めます。米朝関
係が悪化し、北朝鮮に対する制裁が発動されている現状で、北
朝鮮との対話凍結は朝鮮半島情勢におけるさらなる緊張を生

み出し、暴力的な対応を招くことになります。（略）
　第三に、現在の緊張を緩和するために、私たちは韓国政府に
対し、現状を悪化するような手段に訴えることは、結局北朝鮮自
身に何の利益ももたらさない、と北朝鮮を説得するよう求めます。
　北朝鮮政府に対しては、第一に、軍事的手段では朝鮮半島
に平和は訪れないということを認識するよう求めます。
　第二に、対話と協力の精神に基づき行動し、昨今のミサイル
実験に対する国際的懸念を真摯に受け止め、さらなるミサイル
実験、核実験、および情勢をさらに悪化させるおそれのあるいか
なる行動も慎むよう求めます。
　第三に、北朝鮮政府は韓国政府と協力し、離散家族の再会、
経済協力、ミサイル・核兵器の問題など、経済や安全保障に対
する現在の問題に関する協議を進めるよう求めます。
　相互理解・信頼を基礎とした相互利益をもたらす平和こそが
朝鮮半島に住む全ての人々の要求であることを、韓国、北朝鮮
政府は決して忘れてはなりません。
　米国に対しては、第一に、北朝鮮に圧力を加えることを止め、
制裁や関係悪化ではなく、対話と交渉を通じてミサイル問題を
解決していくよう求めます。
　第二に、平和に向かうどころか、東北アジア地域における軍
備競争と緊張拡大をもたらすミサイル防衛システムの構築中止
を求めます。
　日本政府に対しては、第一に、核兵器問題やミサイル危機
を、平和憲法の改定、軍備増強、反北朝鮮感情の激化の言い訳
として利用しないことを求めます。日本の平和憲法９条は、アジ
アにとっての真の財産です。
　第二に、日本政府に対し、対北朝鮮経済制裁と先制攻撃に
ついての議論を止め、代わりに対話を通じて拉致問題を解決
し、国交正常化を実現するよう求めます。

（略）
　最後に、昨今のミサイル危機に際し、私たち韓国の女性は、現
在は停戦中という形にありますが、戦争が朝鮮半島に与えた甚
大な苦痛と深刻な脅威とを繰り返し強調したいと思います。私
たちは、現在の状況の平和的解決に向け行動し、朝鮮半島の
持続的平和を追求していく「平和の担い手」や「和解者」として、
積極的な取り組みを続けていきます。

２００６年７月２７日　
民主主義のための大田（テジョン）女性協会／韓国教会
女性連／韓国女性団体連合／韓国女性環境ネットワーク
／韓国女性労働者連合／韓国女性ホットライン／平和を
つくる女性

（原文英語。訳：田中理絵、ピースデポ）

韓国の女性たちは、
世界平和と
戦争のない朝鮮半島
を求めます

２００６年７月２７日
朝鮮停戦協定から５３年目において

共
同
声
明

ピースデポ平和フロンティア講座●第３回

北北北北北朝朝朝朝朝鮮鮮鮮鮮鮮ののののの
ミミミミミサササササイイイイイルルルルル発発発発発射射射射射実実実実実験験験験験

ををををを考考考考考えええええるるるるる
９月２２日（金）　午後６時半から

（６時１５分開場）

総評会館 ４０１会議室
東京都千代田区神田駿河台3-2-11 TEL03-3253-1771

資料代　５００円

お話：
秋秋秋秋秋月月月月月　　　　　望望望望望さささささんんんんん（明治学院大学国際学部教授）

「韓国からみた『北朝鮮』、日本から
みた『北朝鮮』」

梅林宏道梅林宏道梅林宏道梅林宏道梅林宏道     さささささんんんんん（ピースデポ代表）
「ミサイル発射の真相」

実際に何が起こったのか。日本社会に潜む問題点
は何か。平和的解決に向けて、日韓市民社会が進
むべき道を探る。

■お問い合わせはピースデポへ
０４５（５６３）５１０１　office@peacedepot.org
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　原子力空母「ジョージ･ワシントン」の横須賀母港化に対
し、蒲谷横須賀市長につづいて松沢神奈川県知事も８月１
６日、容認を表明した。
　この市長や知事の容認は、我 の々予想を超えたとんでも
ない事態の呼び水になりかねない。日本では報じられない
が、米国防総省と海軍は、水上戦闘艦と水陸両用作戦艦
の全てを原子力動力に転換するという野心的な検討に着
手した。石油資源の偏在、価格高騰、そして産油国の政治
的不安定といったエネルギー確保上のリスクを回避するこ
とが主たる目的であるが、日本を念頭においた海外への
配備（寄港・母港化）に関わる政治的リスクが、地元自治体
の「容認」によって低減されたという判断が背景にあること
は否定できない。

０６年国防認可法・第１３０節
　０６年１月６日に成立した「０６会計年国防認可法（ＨＲ１８１
５、公法１０９－１６３）の１３０節は、海軍に対して水上戦闘艦と
水陸両用作戦艦（揚陸強襲艦等）の代替推進動力に関す
る報告を０６年１１月１日までに提出することを求めた。報告
には「最近の設計による水上戦闘艦及び水陸両用作戦艦
において現在及び将来に用いられる、あるいは今後１０から
２０年の間に利用可能となると期待される推進手段関連技
術」（小節Ｃ－（３））、それら代替推進動力の「作戦及び経費
対効果の観点からの評価」（Ｃ－（４））等が盛り込まれなけ
ればならない。（＜資料＞参照）
　現在審議中の「０７年国防認可法案」に対する下院修正
案には、さらに踏み込んで、海軍に対して「将来の水上戦
闘艦隊の推進動力として、原子力を含む代替技術の利用
を拡大するべきである」と勧告する条項が含まれていた
が、この条項は上院で削除された模様である。しかし、軍
艦の「代替推進動力」―その中核は原子力である―は、今
後の海軍の調達プログラムの焦点となっていくであろう。

ＣＲＳ報告書
　ＨＲ１８１５に基づき、米議会調査局（ＣＲＳ）は、４月12日、「海
軍の艦船推進技術：石油使用量低減のための選択肢―
背景説明」と題された報告書を発表し、石油資源の有限性
と近年の価格高騰に対処するための技術的対策を提案し
た。提案には、抵抗を軽減するための船体構造等の改善、
ガスタービンの燃費向上、代替炭化水素燃料（動植物由来
のディーゼル燃料）、燃料電池、太陽光発電、風力（帆、凧
など）を用いた補助動力も挙げられているが、機動力が求
められる戦闘艦に適用しうる動力として、どれよりも重要視
されているのが原子力である。

＜資料＞
２００６会計年国防認可法（ＨＲ１８１５）
第１３０節　水上戦闘艦及び水陸両用作戦艦の

　代替推進手段に関する報告

（ａ）代替手段の分析――海軍長官は、海軍の水上戦闘艦
及び水陸両用作戦艦の代替推進手段に関する分析を行
うものとする。

（ｂ）報告――長官は小節（ａ）により実施した分析結果の報
告書を、２００６年１１月１日までに議会の国防関係委員会に
提出するものとする。

（ｃ）報告に含まれるべき事項――小節（ｂ）の報告には以下
の事項を含むものとする。
（１）小節（ａ）の分析において用いられた主要な前提。
（２）分析の方法及び技法。
（３）最近の設計による水上戦闘艦及び水陸両用作戦艦
において現在及び将来に用いられる、あるいは今後１０
から２０年の間に利用可能となると期待される推進手段
関連技術に関する記述。
（４）水上戦闘艦及び水陸両用作戦艦のために本研究
及び分析が検討対象とした、個 の々代替推進力に関す
る記述、及びそれら代替推進力の作戦上及び経費対効
果の観点からの評価。
（５）各代替推進力のライフサイクル・コストの比較。
（６）原子力推進に関しては、各タイプの水上戦闘艦及
び水陸両用作戦艦において、原油単価の値上がりに
よって原子力推進の経費対効果が現状と同等となる時
点。
（７）将来の艦船の設計への影響あるいは現存する艦船
の改造への影響を含む結論及び勧告。
（８）もしあれば、結論及び勧告の実質化を期するための
長官の行為。

（ｄ）ライフサイクル・コスト――本節の目的において「ライフ
サイクル・コスト」という用語は、主要な国防調達プログラ
ムにおいて考慮されるコストの諸要素を含む。

　　　（訳：ピースデポ）

　よく知られているように、米海軍の潜水艦のすべてと空
母１２隻のうち１０隻は原子力推進である。ＣＲＳ報告が示し
た選択肢は、これを空母以外の大型水上戦闘艦、すなわ
ち大型デッキを持つ強襲揚陸艦などの水陸両用作戦艦
や駆逐艦・巡洋艦に拡大するというものである。この案の
基礎には、０５年に海軍原子力推進プログラム（ＮＮＰＰ）が
行った簡易なコスト分析がある。この分析によれば、空母
の場合、１バレル当たりの原油価格が４８ドルに達すれば、
通常推進力の場合と原子力推進力の場合の調達、運用、
支援に係るライフサイクル・コストの総額は同等になる。ラ
イフサイクル・コストが同等となる原油単価は、揚陸強襲艦
の場合では７０ドル、駆逐艦･巡洋艦であれば１７８ドルと試
算された。ライフサイクル・コストが同等になる原油単価が
艦種によって異なるのは、就役から退役までの間のエネル
ギー消費総量の違いによる。
　ＣＲＳ報告は、ＮＮＰＰの試算はあくまでも概算でありさら
に精査するべき要素が多いとしながらも、少なくとも揚陸強
襲艦については現状でも十分に検討に値するものと評価
した。また、原油価格の値上がりがさらに進むならば、巡洋
艦や駆逐艦についても検討に値すると指摘した。
　６０年代から８０年代にかけて海軍は９隻の原子力ミサイ

⇒１１ページ下段へ

米海軍、
全水上艦船の
「原子力化」
検討開始
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解説
　どの核兵器保有国も、自国の核弾頭数を公表していない。以

下のデータは、非政府組織（ＮＧＯ）が、断片的な公的情報や議会

証言、インタビュー記事などを継続的に分析することによって得ら

れたものである。

　核弾頭数に関する情報を理解するに当たって、弾頭の保管状

況に関連して次のような４分類があることを知っておく必要があ

る。米国における情報に基づくものであるが、他の国においても似

たような事情があると考えられる。しかし、この分類に厳格に従い

ながら核弾頭の現状を分類することは困難である。本データで

は、「核態勢見直し（ＮＰＲ）」（０２年１月）において導入された迅速

対応戦力の弾頭と不活性貯蔵核弾頭を合わせて数を示すことに

した。

①作戦配備された核弾頭。部隊に配備・貯蔵されている活

性状態の弾頭。ＮＰＲは、オーバーホール中の原潜の核弾頭

地球上の核弾頭全データ

戦略核（小計５，２３５）
●ＩＣＢＭ（小計１，０５０）１

ミニットマンⅢ １，０５０
Ｍｋ-１２型（弾頭：Ｗ６２） １７０ ３００２

Ｍｋ-１２Ａ型（弾頭：Ｗ７８） ３３５ ７５０３

●ＳＬＢＭ４（小計２，０１６）
トライデントⅡ Ｄ５ ２，０１６５

Ｍｋ-４型（弾頭：Ｗ７６） １００ 1,６３２
Ｍｋ-５型（弾頭：Ｗ８８） ４５５ ３８４

●爆撃機搭載核兵器６（小計１，９５５）
核爆弾　Ｂ６１-７ ＜１
　　　　Ｂ６１-１１７ ５ ５５５
　　　　Ｂ８３-１ １，２００
ＡＬＣＭ（弾頭：Ｗ８０-１） ５～１５０１，０００
ＡＣＭ（弾頭：Ｗ８０-１） ５～１５０ ４００
●戦略核予備（小計２１５)

　非戦略核（小計５００）８

●ＳＬＣＭ
トマホーク（弾頭：Ｗ８０-０） ５～１５０ １００９

●核爆弾 Ｂ６１-３、４ ０．３～１７０ ４００１０

　迅速対応戦力及び
　不活性貯蔵１１（小計４，２２５）

核兵器の名称 爆発力
キロトン

核弾頭数

米国（計9,960）

１ 作戦配備のもののみ。
２ 単弾頭が１５０基、３ＭＩＲＶが５０基。W６２は２００９年に退役予定。
３ ２～３ＭＩＲＶ×３００基。
４ オハイオ級戦略原潜１４隻に搭載。ミサイル数は３３６基（１４×
２４）。作戦配備のもののみ。

５ １４隻×２４発射管×６ＭＩＲＶ。
６ ストラトフォートレスＢ-５２Ｈ（９４機のうちの５６機）、スピリットＢ-
２Ａ（２１機のうちの１６機）、計７２機が任務（核・非核両用）につ
いている。Ｂ-２Ａは爆弾のみ。

７ 地中貫通型（１９９７年１１月に導入）。Ｂ-２Ａにのみ搭載。
８ この他に約７９０個が予備貯蔵。
９ ワシントン州バンゴーに予備を含めて合計３２０個貯蔵。
１０ 迅速対応戦力も含めて４８０個がＮＡＴＯ軍用としてヨーロッ
パ６カ国の８か所の空軍基地に配備。その他に米国内では、
ファイティング・ファルコンＦ１６Ｃ／Ｄ、およびストライク・イーグ
ルＦ１５Ｅに搭載。

１１トマホーク２００発、Ｂ６１（-３，-４，-１０）６００発、退役したＷ７６トラ
イデント弾頭１３００発の多くが迅速対応戦力となっている。

を作戦配備に含めないが、本図説では含めた。

②迅速対応戦力の弾頭。作戦配備からは外されたが、活性

状態に置かれ迅速に作戦配備に復活できる。図説では便宜

的に作戦配備・迅速対応という表現にまとめた。

③予備貯蔵。ルーチン整備・検査のために確保されている

活性状態にあるスペアである。米国の戦略核兵器について

比較的正確な情報がある。概ね①の５～１０％と推定される。

④不活性貯蔵。退役した核弾頭で、時間が経過すると劣化

するトリチウムや電池などを除いて貯蔵している弾頭。将

来、再使用の可能性を残す。解体待ちのものも含まれる。

　米国では、他に「戦略的予備」と呼ばれるものがある。これは弾

頭の形ではなくて、一次爆発用プルトニウム・ピットと二次爆発部

分に分離して、対として別 に々貯蔵されている。約５，０００対あると

される。

　昨年のデータと比較するとき、中国の弾頭数が半減しているこ

図説
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弾頭の分類 米 ロ 英 仏 中 合計

作
戦
配
備

戦
略
核

ＩＣＢＭ／ＩＲＢＭ 1,950 1,959 0 0 79 3,088

ＳＬＢＭ 2,016 672 160 288 12 3,148

爆撃機搭載核兵器 1,955 872 0 50 40 2,917

戦略核予備 215 ― 40 ― 70 325

小計 5,235 3,500 200 338 200 9,478

非
戦
略
核

ＡＢＭ／ＳＡＭ 0 700 0 0 0 700

空軍航空機用 400 975 0 0 0 1,375

海軍用 100 655 0 10 0 765

小計 500 2,330 0 10 0 2,840

合計 5,735 5,830 200 350 200 12,318

迅速対応戦力及び不活性貯蔵 4,225 10,170 ― ― ― 14,395

総計 9,960 16,000 200 350 200 26,710

出典：天然資源保護評議会（ＮＲＤＣ。米国）のＳ．ノ

リス及びＨ・クリステンセン、及び、平和・紛争に関す

る資料・調査センター（ＣＤＲＣ。仏・リヨン）の資料を

もとにした。

（兵器の名称は、ＮＡＴＯ命名のもの。）

１ １０ＭＩＲＶ×８５基。ＳＴＡＲＴⅡが無効になり保持。しかし削減が
続く。液体燃料。

２ ６ＭＩＲＶ×１２９基。削減する計画。液体燃料。
３ 単弾頭。ロシア名トーポリ。道路移動型で固体燃料。２００５年１
１月２９日にテスト発射で性能を確認。

４ 単弾頭。ロシア名トーポリＭ。移動型トーポリＭ１を２００６年に３基
配備予定。軌道を変更できる弾頭もあるとの報道。

核弾頭数核兵器の名称

ロシア（計１６，０００）
爆発力
キロトン

８７２７

１９０１０

戦略核（小計３，５００）
●ＩＣＢＭ（小計１，９５９）
ＳＳ-１８　Ｍ４､Ｍ５､Ｍ６（サタン）５５０～７５０ ８５０１

ＳＳ-１９　Ｍ３（スチレトウ） ５５０～７５０ ７７４２

ＳＳ-２５（シックル）（トーポリ） ５５０ ２９１３

ＳＳ-２７（トーポリＭ） ５５０ ４４４

●ＳＬＢＭ（小計６７２）
ＳＳ-Ｎ-１８　Ｍ１（スチングレイ） ２００ ２８８５

ＳＳ-Ｎ-２３（スキフ） １００ ３８４６

●爆撃機搭載核兵器（小計８７２）
核爆弾
　ＡＬＣＭ（弾頭：ＡＳ１５Ａ、Ｂ） ２５０
　ＳＲＡＭ（弾頭：ＡＳ１６）
非戦略核（小計２，３３０）

●ＡＢＭ／ＳＡＭ　（小計７００）
５１Ｔ６／５３Ｔ６（ユーゴン／ガゼル）

１０００／１０ １００
ＳＡ-１０（グランブル） low ６００
●空軍航空機（小計９７５）
核爆弾/ＡＳＭ（ＡＳ-４（キッチン）） ９７５８
/ＳＲＡＭ（ＡＳ-１６）
●海軍用戦術核（小計６５５９）
核爆弾
ＡＳＭ　ＡＳ-４（キッチン） １，０００
ＳＬＣＭ
　ＳＳ-Ｎ-９（サイレン） ２００
　ＳＳ-Ｎ-１２（サンドボックス） ３５０
　ＳＳ-Ｎ-１９（シップレック） ５００ ２４０
　ＳＳ-Ｎ-２１（サンプソン） ３００
　ＳＳ-Ｎ-２２（サンバーン） ２００
対潜核兵器
　ロケット爆雷ＳＳ-Ｎ-１５（スターフィッシュ）

２２５　対潜ミサイルＳＳ-Ｎ-１６（スタリオン）
　その他核魚雷、爆雷

迅速対応戦力及び
　不活性貯蔵（小計１０，１７０）１１

５ デルタⅢ級戦略原潜に搭載。６隻×１６発射管×３ＭＩＲＶ。
すべて北方艦隊に所属。

６ デルタⅣ級戦略原潜に搭載。６隻×１６発射管×４ＭＩＲＶ。
２隻が北方艦隊、４隻が太平洋艦隊に所属。

７ ベアＨ６（Ｔｕ-９５ＭＳ６）３２機、ベアＨ１６（Ｔｕ-９５ＭＳ１６）３２機、
ブラックジャック（Ｔｕ-１６０）１４機に搭載。ベアＨ６は１機あ
たりＡＳ１５Ａまたは核爆弾を６個（計１９２個）、ベアＨ１６は１
機あたりＡＳ１５Ａまたは核爆弾を１６個（計５１２個）、ブラック
ジャックはＡＳ１５ＢまたはＡＳ１６、または核爆弾を１２個（計
１６８個）搭載する。

８ バックファイヤー（Ｔｕ-２２Ｍ）やフェンサー（Ｓｕ-２４）約４９０
機に搭載。各２個と推定。

９ 内訳は昨年までのデータによるピースデポの推定。
１０ バックファイヤー（Ｔｕ-２２Ｍ）４５機、フェンサー（Ｓｕ－２４）５
０機に搭載。各２個。

１１ うち６，０００個が戦略核、４，１７０個が非戦略核。

とに気付くであろう。これは、この分野で信頼される情報を提供し

続けているＮＧＯであるＮＲＤＣが、最近の諸情報を総合的に分析

して中国の核弾頭数を再評価したものに従った結果である。

　事実上の核兵器保有国と見なされるインド、パキスタン、イスラ

エルを含めると、地球上には今なお２７，０００発を超える核弾頭が

あり、オーバーキル状態は変わらない。

２００６．６

作成：ピースデポ

２００６．１
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戦略核（小計３３８）
●ＳＬＢＭ１（小計２８８）
ＭＳＢＳ２ Ｍ４５（弾頭：ＴＮ７５） １００　 ２８８３

●爆撃機搭載核兵器（小計５０）
ＡＳＭＰ４（弾頭：ＴＮ８１） ３００　 ５０５

　非戦略核（小計１０）
●空母配備航空機搭載核兵器（小計１０）
ＡＳＭＰ（弾頭：ＴＮ８１） ３００　 １０６

爆発力
キロトン核弾頭数核兵器の名称

１ランフレキシブル戦略原潜１隻とル・トリオンファン戦略原
潜３隻に搭載。

２フランス語で「艦対地戦略弾道ミサイル」の頭文字。
３３隻×１６発射管×６ＭＩＲＶ。
４フランス語で「空対地中距離ミサイル」の頭文字。
５ミラージュ２０００Ｎ（６０機、３飛行隊）に搭載。１機あたり１弾
頭。弾頭は５０と見積もられる。

６シュペル・エタンダール２４機（２飛行隊）に搭載。通常任務
の航空機もある。唯一の空母ドゴール（原子力）に配備。

フランス（計３５０）

戦略核（小計１６０）
●ＳＬＢＭ１
トライデントⅡ　Ｄ５ １００ １６０２

　予備貯蔵（小計４０）

　

１　バンガード級戦略原潜４隻に搭載。４隻目ベンジャスは
２００１年２月にパトロール任務についた。常時１隻のみパ
トロール。

２　弾頭は、米国のＷ７６に類似だが英国産。４隻×１６発射
管×３ＭＩＲＶで計算すると１９２個。実際には、２～６発射
管は単弾頭と推定され、平均して１隻あたり４０弾頭と推
定される。４０×４隻＝１６０。別の推定として、２００５年７月２
１日の英議会でパトロール中の原潜は４８個の弾頭を持
つと政府が証言。３隻分として１４４個。４隻分として１９２
個。実際にはこの中間と考えられる。

爆発力
キロトン 核弾頭数核兵器の名称

英国（計２００）

運搬手段２

●航空機３

●短・中距離ミサイル４

核兵器の名称

５～２５１ ４０～５０

１　１９９８年５月の核実験の地震波からの推定値。インド
は、最高４３キロトンの爆発を主張している。

２　いずれも通常任務を持つ。
３　ミラージュ２０００Ｈ（バジュラ）４０機、ジャガーＩＳ／ＩＢ
（シャムシャー）１３１機のいくつかが、核任務をもつと推
定される。

４プリトビ１（射程１５０ｋｍ）、アグニ１（射程７００ｋｍ）、及び
アグニ２（射程２，０００ｋｍ）が配備ずみ。アグニ３（射程
３０００ｋｍ）、ダヌシュ（射程３５０ｋｍ、プリトビ２の海軍版）
及びサガリカ（射程３００ｋｍ）を開発中。

爆発力
キロトン 核弾頭数

運搬手段
●航空機２

●中距離ミサイル３

●砲弾・地雷

核兵器の名称

流布された推定１ １００～３００ １　１９７９年９月２２日、南アフリカ近海の南インド洋はるか上空
で、秘密裏に核実験が行われたとの説がある。クリステン
センらは弾頭数を２００と推定。

２　米国製Ｆ１６Ａ／Ｂ／Ｃ／Ｄ（ファイティング・ファルコン）２６０
機、同Ｆ１５Ｅ（ストライク・イーグル、イスラエルではＦ１５Ｉ・ラ
アムと呼ぶ。）２５機の一部が核任務を持つと推定される。

３ジェリコ１（射程１，２００ｋｍ）、同２（射程１，８００ｋｍ）が配備さ
れている。

イスラエル（計１００～３００）

爆発力
キロトン

核弾頭数

４～１２１ ２４～４８

運搬手段
●航空機２

●短・中距離ミサイル３

核兵器の名称

兵器化の確証なし
１　１９９８年５月の核実験における地震波からの推定値。
２　米国製Ｆ１６Ａ／Ｂ（ファイティング・ファルコン）３２機のい
くつかが核任務をもつと推定される。

３ガズナビ（ハトフ３、射程３００ｋｍ）、ガウリ（ハトフ５、射程
１，３００～１，５００ｋｍ）の配備が確認されている。

パキスタン（計２４～４８）

爆発力
キロトン核弾頭数

インド（計４０～５０）

運搬手段
●中距離ミサイル２

核兵器の名称

核保有の自身による発言のみ１

１　０５年２月１０日、外務省声明で「自衛のためにニューク
を製造した」と述べる。それが何を意味するかは不
明。プルトニウムの保有量については、６キログラムか
ら２４キログラムの幅の推定値がある。これは核弾頭に
して数個～１０個分。

２　ノドン（射程１，４８０ｋｍ）は核搭載可能。１００基配備。テ
ポドン１（射程２，３００ｋｍ）、テポドン２（射程６，２００ｋｍ）
は未配備。テポドン２には３段式のものも開発されてい
る。推定射程１５，０００ｋｍ。

北朝鮮（ＤＰＲＫ）

戦略核（小計１３０）
●ＩＣＢＭ/ＩＲＢＭ１（小計７９）
ドンフォン（東風）-３Ａ ３，３００ １６
ドンフォン（東風）-４ ３，３００ ２２
ドンフォン（東風）-５Ａ２ ４～５，０００ ２０
ドンフォン（東風）-２１，２１Ａ ２００～３００ ２１
ドンフォン（東風）-３１３ ？ ０
ドンフォン（東風）-３１Ａ ？ ０
●ＳＬＢＭ（小計１２）
ジュイラン（巨浪）-１ ２００～３００ １２４

ジュイラン（巨浪）-２５ ？ ？
●爆撃機搭載核兵器（小計４０）
核爆弾 ４０６

予備貯蔵（小計７０）

東風-３Ａは、ＮＡＴＯでの名称はＣＳＳ-２。以下、東風-４はＣＳＳ-３、
東風-５ＡはＣＳＳ-４、東風-２１ＡはＣＳＳ-５。巨浪-１はＣＳＳ-Ｎ-３。

１ 東風-５Ａ（射程１３，０００ｋｍ）、東風-３１（射程８，０００ｋｍ）、
東風-３１Ａ（射程１２，０００ｋｍ）はＩＣＢＭ。他はＩＲＢＭ。全て
単弾頭。

２ 米大陸にとどく現有唯一のＩＣＢＭ。２００５年に３０発に増え
ると米国防総省は分析していたが不変。

３ 移動式、固体燃料。１９９９年８月２日に初めて発射実験。２
０００年１１月４日、１６日に２回目、３回目の実験。ＭＩＲＶか否
かについて確証はない。

４ 戦略原潜シァ（夏）級（中国名：大慶魚）に搭載。１２発射
管。２隻目の報道があったが、現状は不明。

５ 新世代原潜（０９４型）に搭載する計画進行中。ＤＦ３１の変
型と考えられるが、単弾頭らしい。

６ ホン（轟）-６（ＮＡＴＯ表示：Ｂ-６）１００～１２０機のうちの２０機。
キャン（強）-５のうちの２０機程度が核任務を持つと推定。

核兵器の名称 爆発力
キロトン

中国（計２００）

核弾頭数

図説地球上の核弾頭全データ（続き）
２００６．１

組み立てられた弾頭



9１９９６年４月２３日第三種郵便物認可 毎月２回１日、１５日発行 核兵器・核実験モニター 第２６２・３号 ２００６年９月１日

感
情
論
に
潜
む
危
な
っ
か
し
さ

特特特特特別別別別別連連連連連載載載載載エエエエエッッッッッセセセセセーーーーー●●●●●１１１１１２２２２２
つちやま　ひでお

１９２５年、長崎市生まれ。長崎で入市被爆。病理学、８８年～９２年長崎大学
長。過去２回開かれた核兵器廃絶地球市民集会ナガサキの実行委員長。

　外交の基本姿勢として常に最悪のシナリオ
を描き、そこから逆に戦略や政策を練ることが
必要だといわれている。それにしては今回の
日本政府の対応は、本当にあの方法しかな
かったのかと首を傾けざるを得ない。
　北朝鮮が去る７月５日、日本海の、それもロ
シア沿岸近くに発射したミサイルをめぐっての
対応についてである。テポドン２の一発（発射
は失敗とされているが）を含めて、ノドン、ス
カッドＣの合計７発が発射されるや、日本政府
は異例とも思える早さで反応を示した。日本独
自の制裁をはじめ、国連の安保理に対しても
経済制裁を含む北朝鮮に対する制裁決議案
を提出した。もちろん米国その他の安保理常
任理事国の賛成を期待してのことだった。
　そこには明らかに拉致問題についてのいら
立ちや、韓国政府の北朝鮮への融和政策に
対する不満がそうさせたことは容易に想像で
きる。だがこうした感情の捌（は）け口を、政府
自体が国民を煽動するかのように制裁決議の
形で提示することが本当に妥当だったのかど
うか、冷静な検証を行うのが今後のためにも必
要ではないだろうか。
　もし日本の決議案がそのまま通ったと仮定
した場合、北朝鮮がどういう対応に出てくるか
をよもや外交筋が考えなかったとは思われな
い。かねて北朝鮮は、もし経済制裁が発動され
ればそれを自国への宣戦布告とみなす、と繰り
返し主張してきた。マカオの銀行が「資金洗浄
（マネーロンダリング）疑惑」金融機関に指定さ
れ、米国による北朝鮮口座の凍結によって北
は相当な打撃を受けている。それだけに国連
安保理で経済制裁が発動されれば、これまで
の発言を実行に移す可能性はきわめて高いと
見なければならない。その結果、追いつめられ
た北朝鮮は６カ国協議に戻ることを拒否し、必
死に核兵器開発の道を突き進むに違いない。
　今回のミサイル発射は日本にとって脅威で

あったことは確かであるが、それでも核弾頭を
搭載したミサイルの脅威とは比べものにならな
い。ただ核ミサイルにするためには、弾頭を小
型化するのに高度の技術を要するという。少な
くとも現時点で北朝鮮にそうした技術がないこ
とは、日米の専門家が一致して指摘している。
従ってその技術開発が行われる前に、どうして
も北朝鮮を６カ国協議の場に引き戻し、封じ込
んでしまうことが緊急不可欠のはずである。
　当初、ボルトン国連大使のように日本の決議
案を強力に後押しする姿勢を見せていた米
国が、中ロの反対が必至となるにつれて微妙
に態度を変化させたのも、６カ国協議への期待
を捨て切れなかったからであろう。その意味で
も日本政府の今回の決議案提出は、熟慮の末
というよりも、国民も大いに支持するはずとの感
情に期待しての行動と考えたほうが理解しや
すい。しかも政府として振り上げたこぶしの下
ろし場に迷っているその折も折、又もや強がり
としか思えない発言が政府中枢から飛び出し
た。額賀防衛庁長官はミサイル問題に関連し
て、「敵国の発射基地など敵基地への攻撃能
力をもつことは独立国として当然ではないか」
と語り、安倍官房長官も「今後、そういう能力を
もつべきかどうか、議論を深めていく必要があ
る」との考えを示した。
　いずれも平和憲法の理念である専守防衛
を逸脱した発想であって、額賀、安倍氏ともに
世論調査に際して「憲法改正に賛成」、安倍氏
は「日本の核武装も検討すべき」と答えた通り、
その視野の先には勇ましい“自衛軍”による
“先制攻撃”の姿が描かれていたのかも知れ
ない。幾ら拉致問題で北朝鮮憎しの国民感情
があるからといって、こうした大衆迎合的な政
治家に国の安全保障の舵取りを任せていいも
のであろうか。もうそろそろ国民も劇場型政治
から脱皮すべき時を迎えているといえよう。

（題字も）
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大量破壊兵器の運搬手段、ミサイル防
衛、宇宙における兵器

勧告４３
　ミサイル関連技術管理体制（ＭＴＣＲ）参
加国は、関連物質および技術に関する輸出
管理のより効果的な実施および拡大に向け
た新たな努力を行うべきである。ハーグ行動
規範の署名国は、その対象範囲を巡航ミサ
イルおよび無人航空機（ＵＡＶ）を含むところ
にまで拡大すべきである。各国は、早期警戒
システムによるミサイル発射に関するデータ
交換についての米ロイニシアティブに基づ
き、多国間のデータ交換センターを設立すべ
きである。地域的および国際的な不拡散措
置は、情報交換、発射通告、そして特定の品
目や能力の制限または禁止を含むものでな
ければならない。

勧告４４
　各国は、ミサイルの脅威の除去に関する
交渉を第一に試みることなく、いかなるミサイ
ル防衛システムの配備やさらなる配備を検
討すべきではない。交渉決裂の場合、当該
システムの配備は、軍備競争の発生や激化
の危険性といった、国際の平和と安全に対
する否定的影響を低減するために、共同開
発計画や信頼醸成措置を伴うものとすべき
である。

勧告４５
　すべての国家は、大気圏外における兵器
の配備を放棄すべきである。各国は、宇宙条
約の普遍的支持を促進するとともに、宇宙に
おけるあらゆる兵器の禁止をうたった議定
書をもってその対象範囲を拡大しなければ
ならない。そのような議定書の締結までの
間、各国は、宇宙プラットフォームからの宇宙
空間の物体または地上の標的に対するあら
ゆる実験を含む、この目的に反するような行
動を慎むべきである。各国は、軍民両面にお
いて同じ文脈が適用されるよう、宇宙の問題
に関する国際体制や法を受け入れるべきで
ある。また、各国は、宇宙の安全保障体制お
よび行動規範――とりわけ宇宙兵器の実験
や配備の禁止をうたったもの――の様 な々

部分を監視・検証する諸策の開発を行う専
門家集団を立ち上げるべきである。

勧告４６
　２００７年には、宇宙条約の発効から４０年の
節目の再検討会議が開催されるべきであ
る。会議では、条約強化および対象範囲拡
大の必要性が議題となるべきである。批准を
促すとともに、条約に基づく宇宙安全保障体
制の強化について未署名・未批准国とのパ
イプ役となる特別コーディネーターが任命さ
れるべきである。

輸出管理、国際支援、非政府主体

勧告４７
　すべての国は、効果的な任務遂行を保証
すべく、それぞれの国における輸出管理の
執行機関（税関、警察、沿岸警備隊、国境管
理、軍隊）に対する監査を行うべきである。各
国は、基準の一致、透明性の強化、実施にお
ける具体的支援などを提供しつつ、輸出管
理の普遍的システムの確立を目指していく
べきである。5つの輸出管理体制の参加国
は、参加国の拡大促進に努めるとともに、法
に則った貿易および経済発展を阻害するこ
となく、現在の安全保障環境における課題を
考慮して、実施状況の改善に取り組むべき
である。

勧告４８
　Ｇ８グローバル・パートナーシップは、不拡
散支援における地理的・機能的対象範囲を
拡大していくべきである。Ｇ８は、兵器級プル
トニウム生産中止（ＥＷＧＰＰ）計画に対する
全面的な財政支援を行うべきである。支援
可能国は、すべての地域の国家が国連安保
理決議１５４０を実施することが可能となるよ
う、いかなる技術的援助、訓練、設備、財政援
助の提供が可能であるかを検討しなければ
ならない。

勧告４９
　大量破壊兵器に関連した業務に従事し
ている企業は、当該兵器の拡散防止に協力
する能力および責任があり、また、国内、国際

の義務の完全遵守や公共的透明性といっ
た責任を果たしていることを立証することに
利害関係を持っている。貿易協会は、こうし
た目的に向かった努力を推進すべきであ
る。

勧告５０
　国家、国際機関、専門団体は、適切な学術
および産業団体に対し、大量破壊兵器関連
分野における科学・研究に関する実施規範
や行動規範を取り入れ、効果的な実施を行う
よう奨励すべきである。

勧告５１
　大量破壊兵器を保有する国家の政府は、
当該兵器の保有状況や削減・撤廃に向けた
動きについて、完全かつ最新の情報を絶え
ず議会に報告しなければならない。議会は、
そのような情報を積極的に求めていくととも
に、大量破壊兵器問題に関する諸政策を立
案していく責任を認識すべきである。大量破
壊兵器問題において、議会間での協力体制
の強化が必要である。

勧告５２
　各国は、国際的な会合や会議における非
政府組織（ＮＧＯ）の積極的な参加を支援す
るとともに、情報を提供し、大量破壊兵器の
分野におけるキャンペーンを支援すべきで
ある。民間財団は、グローバルな大量破壊兵
器の脅威の除去にとり組んでいる組織に対
する実質的な支援を拡大すべきである。

勧告５３
　安全保障関連の課題にとり組んでいる組
織は、２００２年の「軍縮・不拡散教育に関する
国連の研究」を再考するとともに、そのような
教育および情報を与えられた市民による広
範な議論を促進、支援すべきである。各国政
府は、大量破壊兵器問題にとり組んでいる
多国間組織での学生インターンシップへの
助成を行うべきである。

遵守、検証、執行および国連の役割

勧告５４

　以下に、大量破壊兵器委員会（ブリックス委員会）による報告（０６年６月）の勧告４３から６０までを訳出した。兵器の運搬手段・
ミサイル防衛・宇宙兵器、輸出管理・国際支援・非政府主体、法令の遵守・検証・執行・国連の役割がテーマとなっている。（勧
告１～３０の訳及び全体の解説は本誌第２６０号にある）。
　まず、運搬手段の部分に関しては勧告４４が注目である。慎重な言い方ながら、ミサイル防衛のさらなる拡大に疑問を呈し
ている。また、宇宙空間において大量破壊兵器だけではなくすべての兵器を禁止するよう求めた勧告４５にも注意を向けたい。
　次に、各国議会間のさらなる協力を促した勧告５１が、核軍縮議員ネットワーク（ＰＮＮＤ）を支援している私たちの立場からは
重要であろう。ＮＧＯの重要性をうたった勧告５２については言うまでもない。
　最後の法令遵守の部分については、まず、原子力供給国による慎重な判断を求めた勧告５４が、現在問題となっている米印
原子力協力に関連して注目すべき点だ。また、全会一致制のジュネーブ軍縮会議（ＣＤ）において、３分の２の特定多数決で作
業プログラムに合意するよう促した勧告５８も興味深いものである。（編集部）

ＷＭＤＣからの勧告（続）
ブリックス委員会

資料
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　追加議定書を通して、国際原子力機関（Ｉ
ＡＥＡ）が採択した保障措置制度の強化が
核不拡散条約（ＮＰＴ）締約国に対する規範
となるべきである。同時に、供給国は、核関連
物資を含む契約において、受け入れ側がこ
の規範を受諾することを契約の条件とすべ
きである。

勧告５５
　各国政府は、それぞれの情報機関に対
し、検証システムの独立性を阻害することな
く関連情報を提供し、国際検証機関を支援
するよう指示すべきである。

勧告５６
　国連安保理は、専門的な技術情報を提供
したり、大量破壊兵器に関連する事項につ
いて勧告を行う小規模の下部機関を設置す
べきである。理事会または事務総長の要求
があるとき、その下部機関は訓練を積んだ最
新の登録査察官を活用して、特別の現地査
察や監視を実行すべきである。

勧告５７
　大量破壊兵器に関する国際法上の義務

は執行されなければならない。国際的な強
制執行は、信頼性の高い調査と権限のある
調査結果による法的義務不履行の判明が
あったのちにのみ実行されうる。

勧告５８
　ジュネーブ軍縮会議の正常化のために
は、その場に出席し投票を行う参加国の３分
の２の特定多数決をもって作業計画の採択
が可能となるべきである、その他の事務およ
び手続き上の事項も、同様の必要条件のもと
で決定されるべきである。

勧告５９
　国連総会は、周到な準備を経て、軍縮、不
拡散、テロリストによる大量破壊兵器の使用
に関する世界サミットを開催すべきである。こ
の世界サミットは、国連軍縮機構の有効性お
よび効率性の改善を目指した改革に関する
議論・決定を行う場ともなるべきである。

勧告６０
　国連安保理は、大量破壊兵器による脅威
の削減や除去に向けて、それが現存の保有
兵器、拡散、テロリストのいずれの問題と関

連しているにせよ、その潜在能力をいっそう
活用していくべきである。大量破壊兵器を取
得しないという義務からの離脱や不履行に
関しても議論の時間が割かれるべきである。
全加盟国に拘束力のある決定を下せるとい
う国連憲章下の権限を活用し、安保理はとり
わけ以下の事項を行うことができる。
●個 の々国家に対し、有効かつ包括的な監
視、査察、検証の受け入れを要求する。

●参加国に対し、特定の規則や措置のグ
ローバルな履行を保証していくための法
制定を要求する。

●最後の手段として、経済および軍事的な
強制措置に訴えることを決定する。

　国連改革によって安保理が今以上に国連
加盟国の総意を示すものとなるまでのあい
だは、拘束力のある決定に先立ち、その決定
が国連加盟国に支持されており、また受け
入れられ、尊重されていくであろうことが担
保されるような効果的な協議が行われること
が極めて重要である。

　（訳：ピースデポ）

ル巡洋艦を調達、運用した実績があるが、９８年に「アーカ
ンソー」が退役したのを最後に、原子力艦は姿を消した。
背景には、ミサイル巡洋艦の重点投資対象がイージス・シ
ステムに移行したことがある。水陸両用作戦艦について
は、原子力の前例はない。ＣＲＳ報告は、これらの艦種に原
子力推進が拡大すれば、スケールメリットが効いて調達コ
ストが現状よりも有利になるだろうとも分析した。
　以上の認識は、会計検査院（ＧＡＯ）の７月１６日付報告
書「海軍艦船及び潜水艦の推進動力」においても概ね支
持された。同時にＧＡＯは、海軍が分析を行うにあたって
は、作戦運用上の優位性、通常型動力の燃費向上の実績
に加えて、ＧＡＯが以前に行った分析においては原子力推
進の難点とされた、有資格要員の訓練の人件費や陸上に
おける支援施設の費用を含めた包括的な視点が重要で
あると指摘している。

水上艦の母港は横須賀が良い
　　ＣＲＳ報告が大型水上艦の原子力化にあたっての課
題として重視するのは、海外への寄港や前進配備＝母港
化である。これら戦闘艦では前進配備は不可欠であるが、
一方には、原子力推進艦の寄港が通常動力艦よりも歓迎
され難いという事情がある。この点について、ＣＲＳ報告は、
横須賀を引き合いに次のように結論づける。「海軍は２００８
年に原子力空母『ジョージ・ワシントン』を横須賀に配備す
ることを計画している。この決定に照らせば、原子力揚陸
強襲艦・水上戦闘艦の母港にもっとも適しているのは横須
賀と思われる」。
　海軍は、一連の検討が原子力推進の拡大の追い風とな
ることを望んでいる。海軍の思惑どおりにことが運ぶか否
かは不透明である。しかし、仮に海軍の思い通りになれ

ば、佐世保を母港とする揚陸強襲艦も、横須賀を母港とす
る空母随伴艦も将来にはすべて原子力化される。それどこ
ろか、空母が３度にわたり入港した小樽はいうまでもなく、空
母随伴艦がしばしば入港している民間港も原子力艦の潜
在的寄港地になる。
　今からでも遅くない。市長と知事は、もう一度考えなおす
べきである。（田巻一彦）

⇒５ページから

　この冊子は、１９７６年６月に設立された第五福竜丸展示館の開
館３０周年を記念して編まれたものです。１９５４年にビキニ環礁で
米国の水爆実験により被災し、６７年に廃船処分となって東京の
「夢の島」に放置されていた第五福竜丸は、翌６８年以降盛り上
がった保存運動の成果により、歴史の生き証人としての役割を果
たし続けることになります。７６年に東京都の支援を受けて建設さ
れた展示館には、修復を受けた船体がそのままの形で残されて
います。
　冊子のメインは、保存運動への参加者や現在ボランティアを
務めている人 な々どによる座談会です。ＩＴなどの通信手段がそ
れほど発達していない６８年当時に、船体保存に向けて多くの
人々が迅速かつエネルギッシュに動き回る様子は、なかなか感
動的です。保存運動のプロセスそのものが持つ教育効果といっ
たものをよく伝えてくれる冊子になっているのではないでしょう
か。（山口響）

■第五福竜丸平和協会（電話：０３－３５２１－８４９４、メール：
fukuryumaru@msa.biglobe.ne.jp）から送料込１，０００円で
入手可。

『第五福竜丸展示館
３０年のあゆみ』

発行：（財）第五福竜丸平和協会

冊
子
紹
介

●Ｍ

●Ｍ
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次の人たちがこの号の発行に
参加･協力しました。

田巻一彦（ピースデポ）、中村桂子（ピースデポ）、山口響
（ピースデポ）、入井凡乃、大澤一枝、田中理絵、塚田晋一
郎、津留佐和子、中村和子、華房孝年、林公則、横山美
奈、梅林宏道

宛名ラベルメッセージについて
●会員番号（６桁）：会員の方に付いています。●「（定）」：会
員以外の定期購読者の方。●「今号で誌代切れ、継続願いま
す。」「誌代切れ、継続願います。」：入会または定期購読の更
新をお願いします。●メッセージなし：贈呈いたしますが、入
会を歓迎します。

ピースデポの会員になって下さい。
会費には、『モニター』の購読料が含まれています。会員には、会の情報を伝える『会報』が郵送されるほか、書籍購入、情報等の
利用の際に優遇されます。『モニター』は、紙版（郵送）か電子版（メール配信）のどちらかを選択できます。料金体系は変わりませ
ん。詳しくは、ウェブサイトの入会案内のページをご覧ください。（会員種別、会費等については、お気軽にお問い合わせ下さい。）

ピースデポ電子メールアドレス：事務局＜office@peacedepot.org＞梅林宏道＜CXJ15621@nifty.ne.jp＞
田巻一彦＜QZT04441@nifty.com＞中村桂子＜nakamura@peacedepot.org＞山口　響＜hibikiy1976@yahoo.co.jp＞

日  誌
２００６.７．２１～８．２０

作成：中村桂子、林公則

ＡＲＦ＝アセアン地域フォーラム／ＡＳＥＡＮ
＝東南アジア諸国連合／ＤＯＥ＝米エネル
ギー省／ＰＡＣ３＝改良型パトリオット３／Ｗ
ＭＤ＝大量破壊兵器／ＷＰ＝ワシントンポ
スト

書：秦莞二郎

開会集会の特別来賓

ニュージーランド
軍備管理軍縮大臣の
参加が決定

第３回「核兵器廃絶－
地球市民集会ナガサキ」

１０．２１(土）～２３（月）

◆参加登録について：
申込期限：２００６年９月２９日
（金）（振込用紙に必要事項
を記入の上、郵便局で振込）
登録費：３０００円（大学生以下
１０００円）

１　非核宣言自治体活動の活性化と国際的連携
２　非核兵器地帯の意義と北東アジアにおける挑戦
３　核兵器廃絶へ向けた世界の動きと日本の役割
４　平和教育推進に向けた取り組みと課題
５　核兵器廃絶に向けた若者のアプローチ
６　核兵器廃絶へ向けた被爆者運動の今後と被爆体
験の継承

分
科
会
テ
ー
マ

◆草の根募金について：
　自治体と市民が一体となっ
てとり組む本集会の成功には、
長崎県・市の負担金に加え、多
くの個人・団体からの「草の根
募金」が必要です。ご協力くだ
さい。

郵便振替口座：０１７００－６－２４４
５１　口座名「核兵器廃絶地球市
民長崎集会実行委員会」

◆問い合わせ：
（財）長崎平和推進協会内　核
兵器廃絶地球市民長崎集会実
行委員会
ＴＥＬ：０９５－８４２－９５１３
ＦＡＸ：０９５－８４４－１９５４
Ｅ－ｍａｉｌ：
gca.naga@viola.ocn.ne.jp
ＵＲＬ：
www3.ocn.ne.jp/~gca.naga/

参加登録、お早めに！

●７月２１日　日本原子力研究開発機構とＤＯＥ、
核不拡散に関する日米間の研究開発協力の拡
大で合意、取り決め文書に調印。
●７月２２日付　海自、海上配備型迎撃ミサイル（Ｓ
Ｍ３）を搭載予定の６隻目のイージス艦を佐世保
基地に配備することを決定。
●７月２４日　法務省、北朝鮮籍者５人の入国を拒
否。制裁措置に盛り込まれた「北朝鮮からの入国
審査を厳格化する」項目を初めて適用。
●７月２４日付　米紙ＷＰ、パキスタンが年間４０－
５０個分の核兵器製造が可能なプルトニウムを生
産できる大型の重水炉を建設中と報道。
●７月２５日　ＡＳＥＡＮ外相会議、共同声明を採択
し閉幕。ＡＲＦでの６か国外相会合を要請した特別
声明も採択。
●７月２５日　米上院本会議、北朝鮮との取引に
関与する第三国や企業への制裁発動を強化する
「北朝鮮不拡散法案」を可決。
●７月２６日　米下院本会議、「米インド核協力促
進法案」を賛成多数で可決。
●７月２８日　ＡＲＦ、マレーシア・クアラルンプール
で開催。北朝鮮も参加。同日、ミサイルへの憂慮を
表明した議長声明を発表し閉幕。
●７月２８日　６か国協議参加国など１０か国による
外相会合、クアラルンプールで開催。北朝鮮は不
参加。

●７月３１日　国連安保理、イランに対し核開発を
８月末までに停止するよう求め、停止しない場合
は制裁措置を検討すると警告する決議を採択。
●７月３１日　ジュネーブ軍縮会議の第三会期が
始まる（～９月１５日）。
●７月３１日付　ニクソン米政権がベトナム戦争早
期終結に核兵器使用を選択肢の一つとして検討
していたことを示す米政府文書が明らかに。
●８月３日　米海軍横須賀基地を母港とするイー
ジス艦ジョン・Ｓ・マッケイン、青森港に入港。
●８月４日　米国務省、北朝鮮、ロシアなど４か国
の計７社にイランとＷＭＤ関連で取り引きをした疑
いで制裁を加えていると明らかに。
●８月４日　原爆症認定集団訴訟、広島地裁で原
告全員の勝訴判決。１１日、国が控訴。１８日、原告
４１人全員が広島高裁に控訴。
●８月６日　６１回目の広島「原爆の日」。
●８月７日付　仏国立衛生医学研究所の研究者、
ムルロア環礁核実験と地元住民の甲状腺がん多
発とに「因果関係がある」と発表。
●８月９日　６１回目の長崎「原爆の日」。
●８月１５日　小泉首相が靖国神社を参拝。
●８月１６日　神奈川県の松沢知事、「原子力空母
への交代はやむを得ない」と配備容認を表明。
●８月１７日　米ＡＢＣニュース、北朝鮮が核兵器
の地下実験を準備している可能性を示す新たな
証拠があると報道。

沖縄
●７月２１日　北朝鮮のミサイル発射を受け、沖縄
市議会がＰＡＣ３反対決議提出を否決。
●７月２４日　那覇防衛施設局局長が、ＰＡＣ３を嘉
手納以外の在沖米軍基地にも配備する可能性が
あることを示唆。
●７月２７日付　普天間飛行場移設協議機関を県
の参加の有無にかかわらず８月に設置する方針
を２６日までに防衛庁が明言。
●７月３０日付　嘉手納基地で、２６日からの５日間
で４回の未明離陸。
●７月３１日　嘉手納町議会基地対策特別委、４回

の未明離陸を受け、騒音協定改定を要求。
●７月３１日　読谷村が、返還地である読谷補助
飛行場など約１８０ヘクタールを政府から取得。
●８月２日付　２００１年当時、嘉手納基地に約４０万
発の劣化ウラン弾が貯蔵されていたことが、米情
報公開で明らかに。
●８月３日付　辺野古調査で契約超過分の２０億
円を国が支払わないとしている問題で、調査業者
が国を提訴していたことが判明。
●８月７日　普天間飛行場移設をめぐる政府と地
元との協議機関への県の参加を、防衛施設庁部
長が要請。
●８月７日　北中城村のキャンプ・バトラーで米軍
車両が故障し、燃料約２４０リットルが周囲に漏出。
●８月１１日　普天間飛行場の安全性に対するケ
ビン・メア在沖米総領事の発言を、伊波洋一宜野
湾市長が強く批判。
●８月１１日　騒音防止協定の徹底要求など、基
地問題の解決に向けた政府への要請事項を軍
転協がまとめる。
●８月１３日　ヘリ墜落２年目の日、沖縄平和運動
センターなどが普天間即時撤退デモを主催。
●８月１８日　稲嶺恵一知事と額賀福志郎防衛庁
長官が会談し、普天間飛行場移設の協議機関の
早期設置への調整を合意。
●８月１９日　額賀防衛庁長官が北部１０市町村首
長と会談。普天間協議機関の早期発足への協力
を要請。

今号の略語
ＣＤ＝ジュネーブ軍縮会議
ＣＲＳ＝米議会調査局
ＧＡＯ＝米会計検査院
ＩＡＥＡ＝国際原子力機関
ＭＴＣＲ＝ミサイル関連技術管理体制
ＮＮＰＰ＝海軍原子力推進プログラム
ＮＰＴ＝核不拡散条約


